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集団ＡＤＲ申立ての和解案に対する東京電力の 

不当な受諾拒否回答に関する申入書 

 

 

原子力損害賠償紛争審査会 御中  

 

 

 

平成３１年１月１７日  

 

  申入者  

ふくしま原発損害賠償弁護団（相馬市玉野地区担当）  

弁護士 岩渕敬，渡邊真也，平岡路子，松尾政治，樋口雄一  

富成・月舘・小島田代地区ＡＤＲ弁護団（伊達市富

成地区，月舘・小島田代地区担当）  

 弁護士 倉持惠，荒木貢，藤原泰朗，関根未希，鈴木雅貴  

原発被災者弁護団（福島市渡利地区，飯舘村長泥・蕨平・

比曽地区担当）  

 弁護士 大森秀昭，上本忠雄，野島正，秋山直人，渕脇明裕  

浪江町支援弁護団（浪江町担当）  

 弁護士 日置雅晴，濱野泰嘉ほか２２名  

福島原発被害弁護団（川俣町小綱木地区担当）  

 弁護士 笹山尚人，柿沼真利，宮腰直子，榎本吾郎，尾家康介  

飯舘村民救済弁護団（飯舘村集団担当）  

 弁護士 河合弘之，海渡雄一，只野靖 外９１名 
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第１ 申入れの趣旨  

 １ 東京電力ホールディングス株式会社の和解案受諾拒否によって，

原子力損害賠償紛争解決センターが提示した和解案に従った賠償

を受けられていない現状を打破するため，早急に中間指針等の見直

しを図ること。  

 ２ 前項の中間指針等の見直しを図るために，後記に示した避難等対

象者及び自主的避難等対象者の集団ＡＤＲ申立事件等の審理内容

に基づき，原子力損害の調査及び評価を行うこと。  

 ３ 東京電力ホールディングス株式会社に対し，同社の和解案受諾拒

否の対応を改めるよう，貴審査会より強く指導・勧告を行うこと。 

 

第２ 申入れの理由  

１ 東京電力が集団申立てにつき和解案の拒否を繰り返していること  

⑴ 概要  

  東京電力ホールディングス株式会社（以下「東京電力」という。）

が浪江町集団申立て（慰謝料増額に関するもの），飯舘村の複数地区

の集団申立て（被ばく不安慰謝料に関するもの）において，原子力

損害賠償紛争解決センター（以下「センター」という。）から提示さ

れた和解案を拒否し，当該和解仲介手続が打切りとなったことは既

に貴審査会においても報告されているところである。  

しかしながら，その後も，東京電力は，地域住民が集団申立てを

行った案件について，和解案等の拒否を繰り返している。詳細につ

いて，以下のとおり報告する。  

⑵ 川俣町小綱木地区集団申立て  

ア 集団ＡＤＲの概要  

  川俣町小綱木地区（以下「小綱木地区」という。）に居住していた

住民ら１７９世帯５６６名は，平成２６年９月３０日，センターに
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対し，東京電力株式会社福島第一，第二原子力発電所事故（以下「本

件事故」という。）に伴う慰謝料請求を申し立てた。  

 小綱木地区集団ＡＤＲの和解仲介手続においては，平成２７年３

月以降平成３０年１月までの間に１３回の進行協議期日，平成２７

年１０月には住民ら１２名が被害実態を直接陳述する口頭審理，平

成２８年５月には，センターの仲介委員による小綱木地区の現地調

査が各実施された。  

イ 和解案の内容  

  センターは，平成３０年２月２日，和解案及び和解案提示理由書

を提示した。  

  その内容は，下記のとおりである。  

記  

 ・損害項目 精神的損害  

・対 象 者 平成２３年３月１１日から同年５月末日までいずれか

の日に，小綱木地区に生活の本拠があった者  

 ・金  額 各申立人につき，「中間指針第一次追補」で認められた

定額とは別に２０万円。  

・期  間 平成２３年３月１１日から同年５月末日まで  

 

 センターは，その理由について，「小綱木地区の地理的状況」，「計

画的避難区域の設定に至る状況」，「小綱木地区の放射線量に関する

情報の開示」，「放射性物質の検出及び出荷制限」，「避難指示がなさ

れた際の国道１１４号線の状況」，「本件事故当初の時期に小綱木地

区住民の方々が抱いた恐怖や不安」等の事情を挙げ，これらを前提

に，「小綱木地区住民の方々が被った精神的苦痛」について「中間

指針第一次追補を超える賠償額が認定され得る」と具体的に認定し

ている。  
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 住民側は，この和解案を受諾することとし，平成３０年２月２１

日付けでセンターへ回答書を提出した。  

ウ 東京電力の対応  

  東京電力は，平成３０年１月の進行協議期日において，和解案の

方針（和解案と同趣旨のもの）に対し，「小綱木地区住民の方々の本

件事故による苦痛などは，抽象的な不安感に止まり，法益侵害を観

念しえないものであり，中間指針に織り込み済みのものである。東

京電力内部では，和解案の『方針』への拒否の意向は強固。手続き

の打ち切りを求める。」などと回答した。  

 センターからの和解案提示後，東京電力は，平成３０年２月２８

日付けで和解案を拒否する旨の回答をした。  

エ センターは，和解の見込みがないとして，平成３０年１２月２０

日，小綱木地区集団ＡＤＲの和解仲介手続を打ち切った。  

⑶ 福島市渡利地区について  

ア 集団ＡＤＲの概要  

  福島市渡利地区（以下「渡利地区」という。）に居住していた住民

ら１１０７世帯３１０７名は，平成２７年７月２１日，センターに

対し，東京電力が起こした本件事故に伴う慰謝料請求を申し立てた。 

 渡利地区集団申立ての和解仲介手続においては，合計６回の進行

協議期日，平成２８年１２月及び平成２９年１月には住民ら１５名

が被害実態を直接陳述する口頭審理，平成２８年４月には仲介委員

による渡利地区の現地調査が各実施された。  

イ 和解案の内容  

  センターは，平成３０年６月４日付けで和解案骨子を，同年１０

月１５日付けで和解案提示理由書を，同年１１月１５日付けで和解

案受諾勧告書を提示した。  

  その概要は，下記のとおりである。  
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記  

 ・損害項目 精神的損害  

 ・対象者  申立人らのうち，特定避難勧奨地点の設定が検討され

たと推認される２地点を中心に半径５００メートルの範

囲内にあると認められる者（対象者数：１７２世帯４８

２名）  

 ・金  額 対象者につき，「中間指針第一次追補」で認められた定

額とは別に１人当たり１０万円。  

・期  間 平成２３年１０月８日から同年１２月末日まで  

  

  センターは，その理由について，本件事故当初から福島市の他の

地域と比較して，渡利地区の住民らには被ばくに対する強い不安や

恐怖が醸成されており，とりわけ，特定避難勧奨地点の設定が検討

された２地点の近隣に継続して居住していた一定の範囲（半径５０

０ｍ以内）の住民ら（上記対象者）は，特定避難勧奨地点候補地が

明らかとされた平成２３年１０月８日の住民説明会によって，その

事実を突きつけられ，強い衝撃を受けたことが容易に推認できるこ

と，上記対象者が特に強く放射線被ばくに対する不安や恐怖を抱く

ことは合理的であることから，一定期間は，特定避難勧奨地点の居

住者に準じて賠償されるのが相当であると判断した。  

ウ 東京電力の対応  

  東京電力は，平成３０年７月３１日，同年１０月２９日，同年１

１月３０日の３回にわたり，和解案の受諾拒否を回答した。その理

由として東京電力が主張しているのは，（１）渡利地区の放射線量に

よって，申立人らに慰謝料増額を基礎づけるような法益侵害が発生

したと考えることはできないこと，（２）年間２０ミリシーベルトの

被ばくの健康リスクは，他の発がん要因によるリスクと比べても十
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分低い水準にあること，（３）渡利地区の２地点が特定避難勧奨地点

の候補地に検討されたことによって，和解案が対象範囲とした申立

人らに慰謝料増額を基礎づけるような法益侵害が発生したと考える

ことはできないこと，である。  

  東京電力の和解案受諾拒否により，センターは，平成３１年１月

１０日付けで和解仲介手続を打ち切った。  

⑷ 相馬市玉野地区について  

ア 集団ＡＤＲの概要  

  相馬市玉野地区（以下「玉野地区」という。）に居住していた住民

ら１３９世帯４１９名は，平成２６年１０月１日，センターに対し，

東京電力が起こした本件事故に伴う慰謝料請求を申し立てた。  

 玉野地区集団申立ての和解仲介手続においては，平成２６年１２

月から平成３０年７月までの間に２３回の進行協議期日，平成２８

年４月及び同年５月には住民ら１５名が被害実態を直接陳述する口

頭審理，平成２７年１１月には仲介委員による玉野地区の現地調査

が各実施された。  

イ 和解案の内容  

センターは，平成３０年１０月１日，和解案及び和解案提示理由

書を提示した。  

  その内容は，下記のとおりである。  

記  

  ・損害項目 精神的損害  

  ・対象者 （１）本件事故時１９歳以上の者  

       （２）対象期間内に妊娠していた期間のある者  

  ・金  額 対象者（１）につき，対象期間中，玉野地区に滞在

していた期間がある月は月２万円，玉野地区から避難

していた月は月１万円。対象者（２）につき，玉野地
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区に滞在していた期間がある月は月１万円，玉野地区

から避難していた月は月５０００円。  

・期  間 平成２３年３月１１日から同年１２月末日まで  

 

 センターは，その理由について，玉野地区の住民らは，本件事故

前，自然の恵沢の上に生計を立て，これを基盤とする生活を営み，

住民同士の結びつきによって形成された地域共同体に支えられた生

活を送ってきた。しかし，本件事故により，玉野地区は非常に高い

線量の放射能汚染にさらされ，そのことにより，玉野地区の住民ら

の日常生活が根本から破壊されることとなった。その結果，玉野地

区の住民は，原発事故前の生活スタイルを送ることができないとい

う玉野地区特有の生活阻害による精神的苦痛と生活再建への不安等

による精神的苦痛を受けており，少なくとも平成２３年１２月まで

の期間においては，住民共通の精神的損害が生じていたと判断した。 

ウ 東京電力の対応  

  東京電力は，平成３０年１１月９日，和解案の受諾拒否を回答し

た。その理由は，（１）玉野地区の年間積算放射線量は２０ミリシー

ベルトを超えない水準であり，仮に玉野地区の住民について，本件

事故に伴う不安等が生じていたとしても，それは漠然とした不安感

ないし抽象的な危惧感というべきものであり，慰謝料増額を基礎づ

けるような法益侵害が発生したとは考えられないこと，（２）玉野地

区の空間線量率は他の自主的避難等対象区域と比べて非常に高いと

はいえないこと，（３）センターが認定した事実は玉野地区特有の事

情ではなく，広く自主的避難等対象区域でみられる事情であり，中

間指針追補において考慮されていることというものである。  

  かかる拒否回答を受け，センターは，平成３０年１２月２１日，

和解案受諾勧告書を提示した。同勧告書に対する東京電力の回答期
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限は，平成３１年１月末日に設定されている。  

⑸ 伊達市富成地区について  

ア 集団申立ての概要  

  伊達市富成地区（以下「富成地区」という。）に居住していた住民

ら３３１世帯１１９１名は，平成２７年３月６日，センターに対し，

東京電力が起こした本件事故に伴う慰謝料請求を申し立てた。  

 富成地区集団申立ての和解仲介手続においては，平成２７年７月

から平成３０年７月までの間に１３回の進行協議期日，平成２９年

５月には住民ら１２名が被害実態を直接陳述する口頭審理，平成２

８年１０月には仲介委員による富成地区の現地調査が各実施された。 

イ 和解案の内容  

センターは，平成３０年１２月２７日，和解案及び和解案提示理

由書を提示した。  

  その内容は，下記のとおりである。  

記  

  ・損害項目 精神的損害  

  ・対象者 （１）本件事故時保原町富沢に居住していた者  

       （２）本件事故時保原町高成田に居住していた者  

  ・金  額 対象者（１）につき，対象期間の１７か月の間，慰

謝料額１人あたり月７万円。  

対象者（２）につき，慰謝料額１人あたり定額で２

０万円。  

・期  間 対象者（１）につき，平成２３年１１月２５日～平

成２５年３月３１日まで。  

対象者（２）につき，平成２３年１１月２５日～平

成２４年３月３１日まで。  
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センターは，その理由として，（１）伊達市保原町富沢は，地区

内に特定避難勧奨地点が設定されている。証拠からして，相当程

度，高い放射線量が認められる。そのため，富沢の申立人には，

特定避難勧奨地点の居住者に準じるほどの放射線への恐怖・不安

が認められる。平成２３年１１月頃には，特定避難勧奨地点の居

住者に準じる程度の実生活上の制限・制約が認められると判断し，

（２）伊達市保原町高成田は，放射線量の高い富沢が生活圏であ

ること等を理由に挙げ，平成２３年１１月２５日に富沢に特定避

難勧奨地点が設定されたことによって，高成田の住民も，設定当

初においては，特定避難勧奨地点の居住者に準じるほどの放射線

への恐怖・不安が認められ，実生活上の制限・制約が認められる

と判断した。  

ウ 東京電力の対応  

  東京電力は，平成２９年１２月１８日にセンターより示された和

解案の骨子（和解案提示理由書とほぼ同一内容のもの）に対し，平

成３０年２月２８日，同年６月１日，重ねて和解に応じることは困

難と回答している。  

  その理由は，（１）富沢の申立人らについては，本件事故発生後１

年間の積算放射線量が２０ミリシーベルトを超えることがないと推

定され，その程度では人の健康や生活環境に係る被害を生じさせる

という程度のものではなく，申立人らの健康や，生活の安全・平穏

を害するとは言えないとし，（２）高成田の申立人らについては，高

成田には特定避難勧奨地点はなく，富沢にある特定避難勧奨地点の

居住者との生活圏の一体性は認められないことから，被ばくに対す

る恐怖・不安を抱き，実生活上の制限・制約を受けていたとは判断

することができないとしている。  

  平成３０年１２月２７日に提示された和解案提示理由書に対する
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回答期限は，平成３１年２月８日に設定されているが，東京電力の

これまでの対応からすると，和解案を拒否する可能性が高い。  

⑹ 飯舘村長泥地区・蕨平地区の田畑の財物賠償について  

ア 集団申立ての概要  

  飯舘村長泥地区・蕨平地区に居住していた住民ら７２世帯７７名

は，平成２６年１０月１４日，センターに対し，本件事故に伴う田

畑の財物賠償の増額請求を申し立てた。  

 和解仲介手続においては，書面審理及び８回の進行協議期日が実

施された。  

イ 和解案の内容  

センターは，平成２９年２月１４日の進行協議期日で，和解案を

提示した。また，同年１１月７日の進行協議期日で，和解案提示理

由を説明した。  

  その概要は，下記のとおりである。  

記  

  ・損害項目 田畑の財物賠償  

  ・金  額 代表地について，田は本来の価格の７０％程度，畑

は本来の価格の８０％程度の金額が東京電力基準と

なっていると判断し，田は東京電力基準の１４３％，

畑は東京電力基準の１２５％をもって，センターの

評価額とした。代表地について，センターの評価額

と固定資産税評価額との割合を求め，これを係数と

して，申立人ら所有の各田畑の固定資産税評価額に

係数をかけて，各田畑の評価額を算定した。  

 

センターは，その理由として，東京電力が代表地について提出

した不動産価格調査書では，取引事例比較法を採用しており，過



11 

 

去の民間の農地売買事例の取引価格を基に代表地の評価額を算出

しているが，申立人らが行った飯舘村農業委員会に対する情報公

開請求の結果として開示された農地法上の許可の際の審議資料に

よると，いずれの取引事例も，売主側に，農業を廃止する，負債

を整理する，高齢化による経営縮小等の，取引価格を下げる要因

が見られたこと，申立人らの田畑は様々な投下資本によって形成

され，長年のノウハウによる地域特性を生かした農業が行われ，

地域外から人が移動してこないために売買の需要は少ないが，単

純な取引事例比較法による評価では，田畑の本来の価値を測るこ

とができないこと，両地区の農業は本件事故により壊滅的な打撃

を受けており，事業再開が困難であること，その他審理に現れた

一切の事情を踏まえて，代表地の評価額の補正が必要と判断した

ことを説明した。  

ウ 東京電力の対応  

  東京電力は，平成２９年６月２３日，同年１２月５日，平成３０

年１１月９日の３度にわたり，センターの和解案について，東京電

力の賠償基準を超える部分は受諾できない旨を回答した。  

  その理由は，東京電力基準による評価額は，不動産鑑定士の鑑定

に基づいて決定していること，評価額を補正する必要は認められな

いこと，等である。  

  センターは，東京電力が和解案の受諾を拒否したため，東京電力

基準による未払分についてのみ一部和解の手続を取った上で，平成

３０年１２月２０日付けで和解仲介手続を打ち切った。  

⑺ 伊達市月舘・川俣町小島田代について  

  伊達市月舘・川俣町小島田代（以下「月舘・小島田代」という。）

に居住していた住民ら１９３名は，平成２６年１１月１４日，セン

ターに対し，本件事故に伴う慰謝料請求を申し立てた。  
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  センターは，平成３０年１０月１日，月舘・小島田代の一部地域

の住民に対し，中間指針第一次追補で認められた定額とは別に慰謝

料を増額する和解案を提示した。  

  しかしながら，東京電力は，月舘・小島田代の和解案について，

受諾拒否をしている。  

 

 ２ 東京電力の和解案受諾拒否回答の不当性  

⑴ 東京電力は，政府から賠償金原資の交付を受けるにあたり政府に

提出している累次の総合特別事業計画において，「センターの和解案

の尊重」を自ら繰り返し誓約しているにもかかわらず，いずれの集

団申立てにおいても，不当にも和解案の受諾を拒否している。  

いずれの案件についても，センターは，審理に時間をかけ，東京

電力の主張も踏まえて，丁寧に事実認定を行い，和解案を提示した。

その上で，中間指針追補には考慮されていない事情があるとして，

一律の賠償を認める（ただし，賠償金額は低廉と言わざるを得ない）

和解案を提示しているのである。  

にもかかわらず，東京電力は，いずれの案件においても，和解案

提示前からなされてきた主張を繰り返した上，中間指針追補につい

て独自の解釈を基に，何ら合理性のない理由を連ねて，和解案を拒

否している。そもそも，いずれの案件においても，和解案提示前か

ら，東京電力は一律の賠償を認めるのであれば和解案を拒否すると

の対応をしている。  

東京電力の対応は，自社の独自の見解に固執し，各地域の集団Ａ

ＤＲの申立人らが和解仲介手続において丁寧に明らかにしてきた被

害実態，さらにセンターの判断をも軽視するものであって，「和解案

の尊重」とは程遠い対応と言わざるを得ない。むしろ，被害の切り

捨てそのものである。  
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申立人ら被害者にとって，東京電力が不合理な理由で和解案を拒

否するということ自体，本件事故により苦しめられるだけでなく，

その被害の救済を東京電力に拒否されるという耐え難い苦痛を受け

るものである。  

⑵ この点，平成３０年１２月４日に開催された参議院文教科学委員

会において，参考人として出席した東京電力代表執行役副社長であ

る守谷誠二氏は，「ＡＤＲ手続は，個々の申立ての事情に基づき，

簡易な手続により早期解決を目指す場であると認識している。他方

で，一部には浪江町集団ＡＤＲ申立てのように，申立人に共通する

事情として主張する内容が，すでに中間指針で考慮されているもの

がある。そのような共通の事情を理由に，申立人全員に一律に賠償

を認めている内容を認めているものがあることから，和解案に応じ

ることは難しい。引き続きＡＤＲでは，被災者の個別の事情に基づ

き誠実に対応していきたい。」という趣旨の答弁をした。  

しかしながら，和解仲介手続においては，「和解の仲介の申立て

に係る当事者が多数である場合において…代表者を選定…すること

ができる」（原子力損害賠償紛争審査会の組織等に関する政令第６

条。同旨，センター和解仲介業務規程第６条）とされており，法令

上，住民による集団ＡＤＲ申立ても当然に想定されていることから，

集団ＡＤＲ申立てが和解仲介手続に馴染まないかのように東京電力

が主張することは法の解釈を誤ったものと言わざるを得ない。  

⑶ さらに，より重要な点は，申立人ら福島県に住む住民らが，なに

ゆえに集団で一律の請求をしているかという点にある。  

本件事故により福島県内外の何百万という住民に被害が生じ，被

害者数に比して住民側を支援する弁護士数は圧倒的に不足している

ことから，やむを得ず一定の範囲の住民に共通する被害のみを損害

として賠償請求せざるを得ないからである。  
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かかる数多の被害者を発生させた東京電力には，住民らの置かれ

た窮状を無視して，集団での一律の請求には応じないと述べる権利

はない。  

東京電力の考え方は，原賠法第３条や中間指針等の考え方からも

成立し得ないものである。  

⑷ そもそも，各集団案件において提示された和解案は，慎重な審理

を経て，それぞれの地区独自の事情から，仲介委員が申立人らに共

通すると認められた最低限の損害を認めたものである。これを拒否

することは，東京電力自身による「和解案の尊重」の誓約に違背す

るものであることも明らかである。  

⑸ なお，各集団申立て案件について，東京電力が和解案の拒否を繰

り返していることは，町が代理人となった浪江町のみならず，福島

県内の自治体・議会においても問題とされている。  

たとえば，川俣町長は，平成３０年４月１０日，東京電力及び国

へ和解案受諾に関する要請行動を行った。  

また，川俣町議会は，平成３０年１２月議会において，「国に対し，

原子力損害賠償紛争解決センター（ＡＤＲセンター）が示した小綱

木地区の原発事故被災住民らとの和解仲介案を東京電力が受諾する

よう指導監督を求める意見書」及び「東京電力ホールディングス株

式会社に対し，原子力損害賠償紛争解決センター（ＡＤＲセンター）

から示された川俣町小綱木地区の原発事故被災住民らとの和解仲介

案の受諾を求める要求書」を可決し，東京電力が和解案を受諾する

よう強く求めてきた。  

さらに，相馬市議会は，平成３０年１２月議会において，「東京電

力ホールディングス株式会社に対し，原子力損害賠償紛争解決セン

ターの提示する和解仲介案を尊重するよう要請するとともに，福島

県原子力損害対策協議会に対して，原子力損害賠償紛争解決センタ
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ーの和解仲介案を尊重するよう東京電力に対して求める陳情書」を

採択し，東京電力に和解仲介案の尊重を強く求めている。  

 

 ３ 東京電力の和解案拒否の弊害に対処するために，貴審査会による

中間指針の見直し等の抜本的な対策が求められること  

⑴ 東京電力が，上記１で記載したいずれの集団申立て案件において

も，和解案提示前から和解仲介手続の中で和解案を拒否する姿勢を

示していたこと，浪江町，飯舘村集団申立てが打切りとなった後も

その対応は変化していないことからすれば，今後も東京電力の和解

案拒否が続くことが容易に想定される。  

しかし，東京電力の拒否回答が続出する事態となれば，センター

による和解仲介手続は，紛争解決の実効性を失ってしまう。すなわ

ち，センターの存在意義そのものがなくなり，被害の実態を直視す

ることなく，貴審査会の中間指針と東京電力の意向に縛られて身動

きの取れない損害賠償実務が定着することになってしまうと危惧

する。  

⑵ 東京電力は，浪江町集団申立て，飯舘村集団申立て案件や，上記

１に記載した集団申立て案件において，中間指針等から乖離してい

ることや和解案が認定した事実が中間指針追補において考慮され

ていることを和解案の受諾拒否理由として挙げている。すなわち，

中間指針ないしその追補の存在を理由として，和解案を拒否するに

至っているのである。  

   しかしながら，（１）避難等対象者による集団申立て（浪江町，

飯舘村）においては，センターにおいて中間指針等から乖離する和

解案でないことが確認されている。また，（２）自主的避難等対象

者による集団申立て（川俣町小綱木地区，福島市渡利地区，相馬市

玉野地区，伊達市富成地区）においても，センターは，申立人らが
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居住する地域固有の事情が存在し，当該事情は中間指針追補等では

考慮されていないと判断している（そうであるからこそ，別に賠償

されるべきものと判断して和解案を提示している）。東京電力は誤

った中間指針等の解釈に基づき，和解案を拒否しているのであり，

その対応が不合理なものであることは明らかである。  

 ⑶ 上記１に記載した集団申立て（自主的避難等対象者）については，

中間指針追補にて指針が策定されているが，同指針はあくまで「対

象区域に居住していたものに少なくとも共通に生じた損害」を示し

たに過ぎず，自主的避難等対象者の賠償増額の可否については，「個

別具体的な事情に応じて，…異なる賠償額が算定される場合が認め

られ得る。」としている。  

にもかかわらず，東京電力は，中間指針追補における自主的避難

等対象者の賠償増額の可否に関する記載が抽象的なものにとどまる

ことを逆手にとって，自らに都合よく指針を解釈しているのである。 

⑷ 現在の和解仲介手続の停滞の責任は第一義的に東京電力にあると

しても，指針の記載が抽象的なものにとどまっていることも，東京

電力の不合理な和解案受諾拒否を許し，手続停滞を招いている理由

の一つと言わざるを得ない。すなわち，本来，原子力損害の賠償に

関する紛争について，紛争の当事者による自主的な解決に資するた

めの指針（原子力損害の賠償に関する法律（以下，「原賠法」と言

う。）第１８条参照）が，当事者（東京電力）の頑なな態度を招き，

解決に至らないという現状があると指摘せざるを得ないのである。  

そうであれば，貴審査会において，避難等対象者及び自主的避難

等対象者の損害についての新たな指針の策定（原賠法１８条２項２

号）や同損害についての調査及び評価（同条同項３号）を行うこと

は，被害者救済のために急務である。  

 ⑸ また，東京電力がセンターの和解案を尊重することが，貴審査会
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が統括している，本件事故による損害賠償スキームの重要な骨格を

なしているにもかかわらず，東京電力が多くの案件において和解案

を拒否していることは，前記損害賠償スキーム自体を崩壊させるも

のである。貴審査会におかれては，東京電力に対し，同社の和解案

受諾拒否の対応を改めるよう，強く指導・勧告を行っていただく必

要がある。  

(6) よって，申入者らは，集団ＡＤＲ申立人らの総意に基づき，貴審

査会に対し，申入れの趣旨記載のとおり，申入れを行う。  

  以 上  


